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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期第３四半期 39,617 12.5 2,367 61.5 2,565 56.2 1,675 64.8

2023年３月期第３四半期 35,221 3.1 1,465 △8.9 1,642 △6.3 1,016 △51.9

（注）  包括利益2024年３月期第３四半期 2,054百万円（91.3％） 2023年３月期第３四半期 1,073百万円（△35.6％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期第３四半期 48.81 48.18

2023年３月期第３四半期 29.69 29.25

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2024年３月期第３四半期 38,863 22,792 57.6

2023年３月期 37,561 21,705 56.8

（参考）  自己資本 2024年３月期第３四半期 22,394百万円 2023年３月期 21,319百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2023年３月期 － 14.00 － 14.00 28.00

2024年３月期 － 15.00 －

2024年３月期（予想） 15.00 30.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 56,000 5.9 3,000 5.4 3,100 1.6 2,000 3.1 58.35

１．2024年３月期第３四半期の連結業績（2023年４月１日～2023年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）  直近に公表されている配当予想からの修正の有無    ： 無

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

（注）  直近に公表されている業績予想からの修正の有無    ： 無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年３月期３Ｑ 35,784,000株 2023年３月期 35,784,000株

②  期末自己株式数 2024年３月期３Ｑ 1,438,030株 2023年３月期 1,509,467株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2024年３月期３Ｑ 34,314,940株 2023年３月期３Ｑ 34,238,812株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 有

（注）  詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記  （３）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無

③  会計上の見積りの変更                        ： 無

④  修正再表示                                  ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報  （３）連結業績予想などの将来予測情報

に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、供給制約の緩和や新型コロナウイルス感染症の５類感染症へ

の移行により持ち直しており、物価高や生産活動の停滞などによる影響から一部に足踏みもみられますが、緩やか

に回復しております。先行きについては、世界的な金融引締めや中国における不動産市場の停滞に伴う影響が懸念

され、物価上昇等による景気の下振れリスクをはらむ状況となっております。

このような経済環境の中、ビルメンテナンス業界においては、省エネや省コストに加え、病院での手術室の無菌

化や院内感染の防止、製薬工場や再生医療研究所等でのバリデーションサポートといった高度な技術力に対し関心

が高い一方で、施設の維持管理コストの見直し意識の高まりが強くなっている状況です。

当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視し、当社のノウハウを活かし

た「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提案）」を通じてお客様

の潜在ニーズの掘り起こしに努め、お客様の事業活動におけるサステナビリティに寄与すべく、新規物件の獲得や

既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は39,617百万円（前年同期比12.5％増）、営業利益は2,367百万

円（同61.5％増）、経常利益は2,565百万円（同56.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,675百万円

（同64.8％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを

一体化した事業活動を展開しており、当該事業以外の事業について重要性が乏しいことから、報告セグメントを単

一としております。

（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は23,550百万円となり、前連結会計年度末に比べ104百万円増加

しました。これは主に棚卸資産が1,516百万円、現金及び預金が663百万円、電子記録債権が136百万円、流動資産

のその他が62百万円それぞれ増加し、受取手形・完成工事未収入金等が2,280百万円減少したことなどによりま

す。固定資産は15,312百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,197百万円増加しました。これは主に建設仮勘定

が774百万円、投資有価証券が425百万円それぞれ増加したことなどによります。

この結果、総資産は38,863百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,301百万円増加（3.5％増）しました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は11,773百万円となり、前連結会計年度末に比べ464百万円減少

しました。これは主に支払手形・工事未払金等が960百万円、未払費用が512百万円それぞれ減少し、短期借入金が

540百万円、流動負債のその他が467百万円それぞれ増加したことなどによります。固定負債は4,297百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ679百万円増加しました。これは主に長期借入金が443百万円増加したことなどにより

ます。

この結果、負債合計は16,071百万円となり、前連結会計年度末に比べ215百万円増加（1.4％増）しました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は22,792百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,086百万円

増加（5.0％増）しました。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の56.8％から57.6％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症対策と社会経済活動の両立が進む一方で、不安定な国

際情勢や物価上昇、部分的な供給制約等が続き、依然として先行き不透明な状況で推移するものと予想しておりま

す。

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンスは、外部要因の変動に需要が左右されにくい面はあるもの

の、その重要な補完的役割を担う建物設備工事につきましては、お客様の設備投資計画に一定程度依存しておりま

す。設備投資の不確実性は依然として懸念され、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

足元の事業環境につきましては、物価上昇や部分的な供給制約等の影響が続くものの、国内外ともに環境保全に

関心が高まっている昨今におきましては、省エネや省コスト等に関する顕在及び潜在ニーズの高い状況が継続して

いると考えられます。また、2023年３月24日付「給与水準の引き上げに関するお知らせ」にて公表のとおり、当社

は2023年４月に全正社員を対象として、平均6.8％の給与水準の引き上げ（定期昇給＋ベースアップ）を実施して

おります。給与水準の引き上げは人件費の増加に繋がりますが、当社最大の財産である従業員に対する重要な人的

資本投資であると考えております。本施策を実施することで、従業員の満足度が高まり、モチベーションの維持・

向上による人的資本の価値向上が実現され、お客様への更なる高品質サービスの提供、ひいては社会全体の価値向

上に繋がるものと考えております。

このような経営環境の中、当社グループは、「お客様に安心感を与える最適な環境を維持するために、技術力と

人的資源を結集させ、高品質サービスを提供する」という経営理念に基づき、お客様との接点を最重要視し、ニー

ズを見極めた上での「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提

案）」に注力することで、建物設備メンテナンス及び建物設備工事の受注拡大を図ってまいります。特に、再生可

能エネルギーを用いたエネルギーソリューション提案業務の強化を図ることで、お客様の事業活動におけるサステ

ナビリティに寄与し、社会的価値を創造してまいります。

また、引き続き、製薬・再生医療業界へのアプローチ強化に向け、最適な施設環境を提供するための技術者育成

に注力し、将来の中核事業とすべく基礎作りを進めてまいります。海外展開につきましても、効果的なグループネ

ットワークの活用、技術力及び提案力の強化を継続し、積極的な新規顧客開拓による事業基盤確立を目指します。

以上の取組みを推進することにより、2024年３月期の連結業績予想は、売上高56,000百万円（前連結会計年度比

5.9％増）、営業利益3,000百万円（同5.4％増）、経常利益3,100百万円（同1.6％増）、親会社株主に帰属する当

期純利益2,000百万円（同3.1％増）としております。

なお、今後の見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は今

後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。今後の業況変化等により、業績予想の修正が必要になっ

た場合は、速やかにお知らせいたします。

- 3 -



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,582 7,245

受取手形・完成工事未収入金等 14,508 12,227

電子記録債権 1,025 1,162

棚卸資産 726 2,243

その他 613 675

貸倒引当金 △10 △4

流動資産合計 23,445 23,550

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,748 2,715

土地 4,480 4,480

建設仮勘定 7 782

その他（純額） 1,212 1,205

有形固定資産合計 8,448 9,183

無形固定資産

ソフトウエア 52 45

その他 21 18

無形固定資産合計 74 63

投資その他の資産

投資有価証券 4,859 5,285

その他 733 782

貸倒引当金 △1 △2

投資その他の資産合計 5,592 6,065

固定資産合計 14,115 15,312

資産合計 37,561 38,863

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,797 4,836

電子記録債務 1,703 1,798

短期借入金 640 1,180

１年内返済予定の長期借入金 157 264

未払金 362 220

未払費用 1,982 1,470

未払法人税等 378 372

役員賞与引当金 47 -

受注損失引当金 78 75

その他 1,088 1,555

流動負債合計 12,237 11,773

固定負債

長期借入金 200 643

役員退職慰労引当金 66 92

執行役員退職慰労引当金 35 39

退職給付に係る負債 3,124 3,171

資産除去債務 49 67

その他 142 283

固定負債合計 3,617 4,297

負債合計 15,855 16,071

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,159 1,164

利益剰余金 17,459 18,126

自己株式 △931 △885

株主資本合計 18,827 19,544

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,614 2,875

為替換算調整勘定 39 108

退職給付に係る調整累計額 △162 △133

その他の包括利益累計額合計 2,491 2,850

新株予約権 223 214

非支配株主持分 162 182

純資産合計 21,705 22,792

負債純資産合計 37,561 38,863
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

売上高 35,221 39,617

売上原価 29,090 32,232

売上総利益 6,131 7,384

販売費及び一般管理費 4,665 5,017

営業利益 1,465 2,367

営業外収益

受取利息 9 11

受取配当金 101 117

保険配当金 9 9

為替差益 44 42

その他 20 30

営業外収益合計 185 211

営業外費用

支払利息 6 6

貸倒引当金繰入額 - 3

その他 1 3

営業外費用合計 8 13

経常利益 1,642 2,565

特別利益

固定資産売却益 1 5

特別利益合計 1 5

特別損失

固定資産除却損 0 1

関係会社出資金売却損 - 0

特別損失合計 0 2

税金等調整前四半期純利益 1,642 2,568

法人税等 615 885

四半期純利益 1,027 1,682

非支配株主に帰属する四半期純利益 10 7

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,016 1,675

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年12月31日)

四半期純利益 1,027 1,682

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △90 260

為替換算調整勘定 110 81

退職給付に係る調整額 26 29

その他の包括利益合計 46 371

四半期包括利益 1,073 2,054

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,045 2,034

非支配株主に係る四半期包括利益 28 20

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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